
(単位:千円)

科 目 金 額 科 目 金 額

流　動　資　産 流　動　負　債

固　定　資　産
 有形固定資産

 無形固定資産

株　主　資　本

 投資その他の資産

（うち当期純利益）
評価・換算差額等

5,470,007

ソ フ ト ウ ｪ ア 666

57,937

126,873

受 入 保 証 金

固　定　負　債

構 築 物

土 地

199

-             

55,793従 業 員 賞 与 引 当 金

長 期 繰 延 税 金 資 産 61,001

電 話 加 入 権

91,454

賃 借 保 証 金

長 期 前 払 費 用

役 員 賞 与 引 当 金

7,562,668

純　資　産　の　部

7,562,668

2,092,662

3,066

375

94,199

そ の 他 資 本 剰 余 金 10,000

152,088

422
422

繰 越 利 益 剰 余 金

1,957,240

20,000

1,957,240

110,000

10,000

その他有価証券評価差額金

126,873

資 本 金

17,488

26,918

2,092,240

-             

47,886
負 債 合 計

資 産 合 計 負 債 ・ 純 資 産 合 計

その他の投資その他の資産 0

工 具 器 具 備 品

 その他利益剰余金

資 本 準 備 金

純 資 産 合 計

22,982

2,068

7,096

投 資 有 価 証 券

長 期 貸 付 金

前 払 費 用

189,746

機 械 装 置

3,732

94,560

4,162,726

未 収 入 金 14,906 預 り 金

建 物

退 職 給 付 引 当 金

前 渡 金 -             

3,956

4,239,629

電 子 記 録 債 務
買 掛 金

未 払 金 70,084

687,612

電 子 記 録 債 権

(令和3年3月31日現在)

資　　産　　の　　部 負　　債　　の　　部

7,372,923 5,343,134

資 本 剰 余 金

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

54,165

243,596

546,895

115,618

預 け 金

商 品

売 掛 金

-             5,000

430

2,226,962

前 受 金

そ の 他 の 流 動 資 産

7,624

 利 益 準 備 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

1,962,240

16,371

41,303

未 払 費 用

貸　借　対　照　表

18,360

利 益 剰 余 金

未 払 法 人 税 等

未 払 消 費 税



Ⅰ.重要な会計方針に係る事項に関する注記

1.有価証券の評価基準及び評価方法
その他有価証券
 ① 時価のある有価証券は、期末日の市場価格等に基づく時価法を採用しております。
    (評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定して
    おります。)
 ② 時価のない有価証券は、移動平均法による原価法を採用しております。　

2.たな卸資産の評価基準及び評価方法
（1）評価基準…原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）
（2）評価方法
　　　・商品　－　移動平均法

3.固定資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産　
　定額法。なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基
　準によっております。

(2) 無形固定資産
　定額法。なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によってお
　ります。但し、ソフトウェア(自社利用分)については社内における利用可能期間(5年)
　に基づく定額法を採用しております。

4.引当金の計上基準
(1) 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、回収不能見込額を

計上しております。

(2) 従業員賞与引当金 従業員の支払に充てるため、支給見込額に基づき計上して
おります。

(3) 役員賞与引当金 役員への賞与の支払に充てるため、支給見込額のうち当事
業年度の負担額を計上しております。

(4) 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職
給付債務の見込額に基づき、当事業年度末に発生していると
認められる額を計上しております。

(5) 役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支払に充てるため、内規に基づく期末要
支給額を計上しております。

5.消費税等の会計処理
税抜方式によっております。

Ⅱ.株主資本等変動計算書に関する注記
1.当事業年度の末日における発行済株式の数 2,000株
2.当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項

令和2年6月26日の第42期定時株主総会において、下記の通り配当の決議が行われました。
①当社株式の配当に関する事項

(1)配当金の総額      51,828千円
(2)配当金の原資      利益剰余金
(3)一株当たり配当額        25,914円
(4)基準日  令和2年3月31日
(5)効力発生日  令和2年6月29日

②旧ナガセツールマテックス株式会社 株式の配当に関する事項
(1)配当金の総額      15,370千円
(2)配当金の原資      利益剰余金
(3)一株当たり配当額        7,685円
(4)基準日  令和2年4月 1日
(5)効力発生日  令和2年6月29日
上記②は、当社が令和2年4月1日に吸収合併したナガセツールマテックス株式会社
の令和2年3月期の期末配当金額であります。

3.当事業年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項
令和3年6月25日の第43期定時株主総会において、次のとおり決議する予定です。
配当の予定はありません。

Ⅲ.その他の注記
１．企業結合関係

当社、ナガセエレックス株式会社及びナガセツールマテックス株式会社は、令和２年4月1日を効力発生日として、
当社を吸収合併存続会社、ナガセツールマテックス株式会社を吸収合併消滅とする吸収合併をいたしました。
①　取得企業の名称及びその事業の内容
　　被取得企業の名称　ナガセツールマテックス株式会社
　　主な事業内容　自動車モデル、試作用材料、炭素繊維コンポジット材料及び自動車用補修塗料の国内販売
②　企業結合日

③　結合後企業の名称
ナガセエレックス株式会社

④　企業結合の法的形式
当社を吸収合併存続会社、ナガセツールマテックス株式会社を吸収合併消滅とする吸収合併

⑤　実施した会計処理の概要
「企業結合に関する会計基準」及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」に基 づき、
共通支配下の取引等として処理しております。

個別注記表

令和2年4月1日


